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? ニュ ・ーディーラーとは，1929年の世界大恐慌にさいして，ルーズベルト大統領のもとで行なわれたニュ ・ー
ディール（New-Deal；新規巻き直し）政策の理論的な担い手のこと。
? たしかにこの権利は凶悪な犯罪者たちによって濫用されているが，それは別途の考察を必要とする問題で
あり，ここでの議論に直接の関係はない。
? ここで「まがりなりにも……」というのは，『資本（論）』の著者が資本の蓄積過程を分析しながら明らか
にするように，資本主義的な法治主義は縫い合わすことのできない亀裂を内包しているからである。資本主
義のもとでは，誰でも自由，平等，博愛，および最大多数の最大幸福という「商品生産の法」に従って行動
するが，それは同時に「資本主義的奪取の法」を実現することである。
? 『諸国民の富』のA.スミスによれば，主権者も，政治家も，大学教授も，そしてオペラ・ダンサーなど
も，すべて不生産的階級に属しているのである。他方，ルソーによれば，共和国を担うのは哲学者ではなく
「市場の女」であって，ルソーにとって彼女らこそが「市民」＝都市民の象徴的な存在であった。
? 日本国民に対するアメリカ合衆国国民によるそのような認識については，とりあえずE.F.ヴォーゲル『ジャ
パン・アズ・ナンバーワン』を参照。
? そのような自由と民主主義の高みと懐の深さもまた，国内における流血を伴う民族闘争を生き抜いた国民
に固有な歴史認識の到達点であるといわねばならない。白人たちは，国内における人種差別の過ちを有色人
種の流血の闘いをとおして学ばなければならなかった。
? 韓国が陥った「IMF危機」――つまり金融＝通貨危機――にさいして IMF210億ドル，世界銀行100億
ドル，アジア開発銀行40億ドル，日本100億ドル，アメリカ合衆国50億ドル，ヨーロッパ各国70億ドル
の総計750億ドルの短期資金を獲得して，その危機を乗り切ったのは記憶に新しい。その出来事は，それら
諸国民のあいだの恩恵の問題ではなく，諸国民の経済的結合が解き難い局面――韓国の国民経済が国際的
に無視できない水準に発展している局面――にまで到達している証であり，東アジアで世界を動かすよう
な大きな力が働いている証の一つである。その経験にもとづいて韓・中・日の政策当局者によって国際金融
のセフティー・ネットが形成されたことも，世界史の新たな段階を象徴する出来事である。そこにもまた，
３つの国民の歴史的および政治経済的な一衣帯水が示されている。われわれは，「過去の清算」にこだわる
尹健次氏ともども，将来に向き合うために過去に向き合わなければならないし，少なくとも大学の経済学関
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係学部の教育課程では，その事実を教えなければならない。そのような教育は，マルティチュードを主導す
るマイノリティの育成のために必要不可欠である。
? なおこの作家は，中国人の儀父母――陸徳志と淑琴――のかぎりなき慈愛によってマルティチュード者
集団を指揮する上海主張所長の松本耕次を実父に持つ中国人・陸一心を，宝山製鉄所の建設に登場させるこ
とによって，両国民が築かなければならない永遠の友好関係を謳い上げている。
? 尹健次氏が日本国民でなかったことは十分に予測されることであり，「他者についても平気で間違った見
方をする」社会的状況のなかで生きなければならなかった人間的な，民族的な苦悩を，氏の同胞を支配して
きた側の日本国民の一員としての筆者はすぐさま共有できるわけでなない。そのことにやる場のない苛立た
しさを感じる。そのことと直接には関係しないと思われるが，イギリス人は，自己を主張するときに「私は
……とは思わない」と言って，相手の主張（……の部分）を肯定形で引用して彼らの見解を率直に述べるが，
日本人は「私は……ではないかと思う」と言って，相手の主張の中身を否定するような言い方を，しかも慇
懃無礼にもとれるまわりくどい言い方をする。そのような言語作法に，イギリス人の主体的な態度がより鮮
明に表されているかもしれない。だからといって日本人に悪意があるわけでもなければ，はっきりものを言っ
ていないわけでもない。そのような言語作法に，もしも他民族から非難が加えられたとすれば，それは一国
民の歴史的伝統と文化に対する侮辱であろう。事実，先のアメリカ大統領クリントンは，YesとNoとの欧
米と日本での異なる使い方を，日本国民の曖昧さの証拠としてなじったことがある。許されて良いことでは
ない。
? いつの時代にもマルティチュードのすべてが，そのような討論をとおして共通の認識に到達したのではな
く，そこには人格的に対峙して厳しい討論を交わしながらマルティチュードを説得し主導する少数者?minor-
ity；「少数」，「小部分」の意のほかに，「少数派」，「少数党」の意もある>があった。しかし，わが国にお
いても問題なのは，いまやそのようなマイノリティの指導力が力を失ってきていることである。それととも
に，東アジアの経済発展にわが国民が――靖国の子や孫をも含めて――貢献してきたことを国民に覆い隠
すような国定教科書もまた，それら諸「国民」の手で教育記念館の片隅に奉納されなければならない。それ
ができるかどうかに，それら諸「国民」の歴史的な成熟度と国際的な威信がかかっているのである。
? 次のような比較はすぐさま行なえないとしても，1868年１月に旧幕府軍が鳥羽・伏見で薩長に戦いを挑ん
だ戊辰戦争の開始から，函館五稜郭の開城で戊辰戦争が集結するまでに１年半の歳月を要しただけではない。
新政府が1876年に発生した不平士族による一連の大規模な反乱――神風連の反乱，秋月の反乱および萩の
反乱――を鎮圧し，さらに西南戦争に勝利して（1877年），歴史をあとに戻そうとする封建的な特権身分の
残党を政治の舞台から一掃するには，実に９年８か月もかかったのである。
? 日本企業に対する補償問題は，日本企業の中国から他のアジア諸国への逃避ともかかわるから，こんにち
まで推し進められてきた双方の国民経済の有機的な統合に対して複雑な問題を投げかけるかもしれない。民
間資本の国際移動には，利潤原理が作用するからである。資本主義的な経済協力の歴史的な限界がそこに示
されている。
? そのような学力の低下は，より多くの出来高賃金を――より上級の職制を――入手するために必要な受
験戦争から発生しているように思われる。幼くして板（机）に縛られる者たちが人間として成長できないの
は，加工されて板に貼り付けられた魚（カマボコ）が生きた魚として成長できないのと同じである。そのよ
うなカマボコたちが，少なくとも韓国の学校でも学んではいないとはいえまい。事実，大学入試にさいして
行なわれた携帯電話による広範なカンニング事件が韓国で発生したのは，われわれの記憶に新しい。だが携
帯電話に象徴される今日的な技術を開発したのもまた，そのようなマルティチュードではなく，マイノリティ
の技術陣であった。
? 日中共同声明の「復交三原則」において，「中華人民共和国政府が唯一の合法政府である」こと，したがっ
て「台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部である」ことを日本政府は「十分理解」することが明記さ
れた。それとともにカイロ宣言では，日本が台湾や澎湖諸島などを中国に返還することを連合国の戦争目的
に加えているから，日本政府は台湾や澎湖諸島などが中国の領土であることを認めていたのである。それに
もかかわらずわが国の政府は，台湾問題へのその後の対応において日中共同声明に違反する行動をとってき
たのは事実である。しかし，ここでの問題は，台湾問題を離れたところで「歴史の鑑」が事ある毎に繰り返
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もう一つの歴史問題ともう一つの教科書問題（宮下柾次)
される点にある。
(みやした まさじ 本学名誉教授)
(2005年７月15日受理)
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